
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日
本
共
産
党
は
、
公
共
施
設
の
指
定
管
理
者
の
選

定
を
「
公
募
」と
す
る
補
正
予
算
案
と
、
公
共
施
設
の

利
用
料
を
指
定
管
理
者
の
収
入
と
す
る
「
利
用
料
金

制
」
を
導
入
す
る
条
例
案
に
反
対
し
ま
し
た
。
い
ず

れ
も
、
植
物
公
園
な
ど
の
公
共
施
設
の
指
定
管
理
者

の
選
定
で
、
民
間
企
業
の
参
入
を
狙
っ
た
も
の
で
す
。 

植
物
公
園
な
ど
の
公
共
施
設
は
、
公
益
性
が
高
い

施
設
の
た
め
、
市
が
１
０
０
％
出
資
し
て
公
社
を
つ

く
り
、
市
の
管
理
下
に
あ
る
公
社
（
公
園
公
社
な
ど
）

を
「非
公
募
」で
指
定
管
理
者
に
選
定
し
て
い
ま
す
。 

 

指
定
管
理
者
の
「
公
募
」
で
は
、
民
間
企
業
が
選
定

さ
れ
る
可
能
性
が
高
ま
り
ま
す
。
民
間
企
業
が
指
定

管
理
者
に
な
れ
ば
、
企
業
の
儲
け
が
優
先
さ
れ
、
公

共
施
設
の
管
理
の
際
に
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
削
ら
れ
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。 

公
共
施
設
は
市
民
の
共
同
財
産
で
、
だ
れ
で
も
安

心
し
て
利
用
で
き
安
定
し
て
運
営
さ
れ
る
こ
と
で
、

市
民
生
活
を
豊
か
に
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。 

党
議
員
団
は
、
公
共
施
設
を
民
間
企
業
の
儲
け
の

道
具
す
る
動
き
に
は
反
対
で
す
。 

※
指
定
管
理
者
は
他
の
団
体
が
市
に
代
わ
っ
て
、
公

共
施
設
の
管
理
を
お
こ
な
う
こ
と
が
で
き
、
行
政
処

分
に
該
当
す
る
「使
用
許
可
」
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

制
度
で
す
。 

日本共産党 

宇治市会議員団だより 
 

市議団へのお

声はこちらへ 

連絡先 宇治市宇治琵琶 33  
TEL：0774-22-3141（市役所）（内線 2817 議員団室）  

FAX：0774-24-7884 mailアドレス：jcpuji＠leto.eonet.ne.jp 
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６月 

定例会 
ｊｃｐｕｊｉ 

宮本 繁夫  山崎 恭一  坂本 優子  渡辺 俊三   山崎 匡  大河 直幸   徳永 未来 

 

新型コロナワクチン接種と感染対策は一体に 自粛と同時に十分な補償を 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

党議員団は、市民の命と暮らしを守るため

に、７次にわたって市長に「申し入れ」を行ってき

ました。  

６月定例会では、「新型コロナ」対策として党

議員団が求めていた、緊急事態宣言やまん延

防止重点措置等により休業や時短営業の影響

を受けている中小企業等を支援するための「事

業者緊急支援金」（事業者に 10万円支給）が実

現しました。 

ワクチン接種については、診療所等での個別

接種と市役所や宇治市文化センター、病院（宇 

治徳洲会病院・宇治武田病院）等で日曜日に集

団接種が行われています。 

党議員団は、集団接種会場への送迎を行う

よう申し入れ、京阪宇治駅・ＪＲ宇治駅・近鉄大

久保駅から市役所や宇治市文化センターへ無

料送迎車が配車されました(７月２4 日末まで実

施)。引き続無料送迎を続けるべきと求めていま

す。 

宇治市議会 6月定例会は、6月 10日から 7月 2日の会期で行われました。 

日本共産党宇治市会議員団は、「新型コロナ」禍のものと、厳しい状況にある市民の暮らしや生

業を守るため論戦しました。集団接種会場までの無料送迎を求め実現、事業者への支援を求め

「事業者緊急支援金」が実現しました。 

事業者緊急支援金(10万円)が実現 
集団接種会場へ無料送迎を引き続き実施を 

また、ワクチン接種状況等の公表を求め、市

のＨＰに掲載されるようになりました。 

国保料などの減免は、コロナ禍以前 

の収入（２０１９年）を基準とすべき 

「新型コロナ」禍で収入減や売り上げの減少

で税や保険料の負担が大変で、昨年度は、20

年中の収入が 19 年より 30％以上減少する場

合、減免や徴収猶予の措置が行われ、約 500

人の方の保険料が減免されました。 

 今年度も昨年と同様の措置がとられています

が、今年中の収入が、コロナで減収になった昨

年（２０年）より更に３０％減収する場合としてい

ます。 

 党議員は、「新型コロナの影響のなかった 19

年の収入より減少した場合は、減免すべき」と求

めました。 

健康長寿部長は、「国の制度設計に準じてい

る」と答弁しました。 

●申し入れ内容● 

○ワクチン接種は、市民への十分な情報提供を進めると

ともに、集団接種会場への送迎体制を具体化するこ

と。 

○府の休業要請の協力金の制度の周知を徹底するととも

に、申請の支援を市で行うこと。中小事業者の営業継

続のために、市として固定費補助などをおこなうとと

もに、国に対して、持続化給付金と家賃支援給付金の

再度の給付をおこなうことを要請すること。 

など 8 項目を要望しました。 

※内容につきましては、ホームページをご覧ください。 

コロナ
対策 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇治市の都市計画案 

広大な農地をつぶして工業用地に 

コロナ禍で「地方税機構」から差押 
    市が親身な対応をするべき 

 宇治市は、昨年 4 月から、国保料を滞納する

と徴収業務を京都地方税機構に移管していま

す。 

「新型コロナ」で減収になり、国の「コロナ禍の

減免制度」で保険料が全額免除された方が、過

年度分（２０１９年度以前）の滞納分について地

方税機構と相談のうえ、分割して納付すること

が決まっていたのに差押通知が届き困り果て

て、議員団に相談に来られました。 

党議員は、「コロナの影響で生活や営業に困

窮している人をさらに追い詰めることはやめる

べき。コロナによる減収で国保料を免除したな

ら滞納分も納付は困難であるため、過年度の滞

納分についても『地方税機構』から市にさし戻し

て、市が親身な対応をするべき」と求めました。   

しかし市は、「税機構は適正に業務を進めて

いる」と冷たく拒否をしました。 

 

 

市長は、産業、企業の誘致のスピード感が必

要、工業用地の確保が急務と語っています。 

次期都市計画マスタープランの中間報告で

は、産業立地検討エリアとして、安田町鵜飼田

地区（水田４９㌶）、槙島町月夜地区（水田・畑２

０㌶）、白川地区（山林１６㌶）の 3 ヶ所を選定し

ています。農地６９㌶といえば、日産跡地の産業

集積地「京都フェニックスパーク」の４倍、中学

校２８校分という広大な面積です。 

人口減対策の効果は疑問 
市は、市内企業で事業拡大のための用地を

求める声があるといいますが、市内企業の求

める新たな敷地規模は多くが 0.1 ㌶未満であ

り、それらへの対応なら数㌶で足ります。 

市外からの企業誘致について、市長は、物流

施設を運営する大手事業者から進出の意向が

示 

示されたといい、人口減対策にもつながるとして

います。 

しかし、倉庫や流通センターは広い用地のわ

りに雇用者数が少なく、広大な農地を転換して

まで行う人口減少対策としては効果に疑問があ

ります。 

宇治徳州会病院の移転で農地転用した際に

は、市は農業振興もはかるといいましたが、結局

ほとんどなにもできていません。 

地球温暖化防止や地球規模での食糧難、山

林保全などが重要 

課題として取り組 

まれているのに、 

農地と山林を大幅 

に減らすという計 

画は問題です。                            

 そもそも、コロナ禍で市民の暮らしが大変な

ときに、市は加入者の8割が影響を受ける国保

料の値上げをしました。 

党議員は、国保料を値下げするべきと求めま

したが、市は「京都府の標準保険料率に合わせ

ることにした」と答弁しました。 

子どもの均等割の負担軽減を  

 厚労省は、２０２２年度から小学校入学前の未

就学児の均等割部分の５割を、公費で軽減する

としています。党議員は、市の独自支援で１５歳

まで負担軽減をするべきだと求ました。 

市は「慎重な検 

討が必要」と答弁 

しました。 

産業 
立地 

国保
問題 

安田町鵜飼田 
 



 

「新型コロナ」禍のもと、経済的な理由や

家庭の事情で生理用品にアクセスできない

「生理の貧困」が可視化されました。 

国際的にも大きな問題となっています。そ

んななか、住民の声から各自治体が「生理の

貧困」の解消に向け取り組みを進めています。

コロナ対策の臨時交付金と「地域女性活躍推

進交付金」を活用したり、防災用備蓄品の生

理用品を活用した事例もあります。 

市でも、約 8 万枚の防災用備蓄品の生理用

品があり、おおむね 10 年で更新を考えてい

ます。市の備蓄生理用品は大半が 7 年から 9

年目を迎えています。市は、生理の貧困対策

について、「今後国で予定されている健康調査

の結果や他自治体等の動向に留意しながら調

査研究を進める」と答弁していますが、 

更新する防災備蓄品の活用を！ 

 多くの自治体で防災用備蓄品の生理用品を

活用し、施設への設置、配布などを行う取組が

進んでいます。 

市の防災用備蓄品の生理用品は約８万枚あ

り、多くは購入７年～９年目を迎えています。市

は更新時期を約１０年としています。 

党議員は、更新時期が近い防災用備蓄品の

生理用品や交付金を活

用し、すぐに支援を行う

よう求めました。 

       市内小中学校や公共施設に 
生理用品の設置を 

LGBT差別解消、生理用品の常設の２意見書 

自民、公明、未来、維・宇などが反対 

党議員団は、６月定例会で「LGBT 差別の解消に向けた速や

かな法整備を求める意見書」、「公共施設・学校施設のトイレに生

理用品を常設できるよう支援を求める意見書（無会派の佐々木

議員と共同提出）」を提出しました。 

性的少数者をめぐるＬＧＢＴに関する法の整備については、令和

３年通常国会で法整備が行われなかったため、速やかに国に法

整備を進めることを求め提案。生理用品の常設については、「生

理の貧困」を解消するため、地方公共団体の公共施設・学校施

設のトイレに生理用品を常設できるよう政府に支援を求めること

を提案しました。 

採決では、党議員団と無会派の佐々木議員が賛成しましたが、

自民、公明、未来、維・宇、無会派の浅井議員の反対で否決され

ました。 

生理の    
貧困 

「新型コロナ」禍のもと、「生理の貧困」が社会

問題となり、各自治体が解消に向け取り組みを

進めています。 

現在、学校や公共施設のトイレ内に生理用品

を設置している自治体が増えており、奈良県大

和郡山市では、市内小中学校のトイレに引き出

しを設置し、必要な生徒が気兼ねなく使えるよ

うにしています。 

党議員は、生理用品のトイレへの設置を求め

ましたが、教育部長は「児童・生徒がほかの支

援を必要としていないかなど、保健室などで相

談できるよう、個別支援に努める」と答弁。子ど

もたちの中には、「生理用品を持って歩くのが恥

ずかしい」、「学校で一度も交換しない」など、相

談しにくい声を聞きます。 

党議員は、女性にとって生理用品はトイレット

ペーパーと同じく必要なもの。トイレに常設する

べきだと求めています。 奈良県大和郡山市 

設置例 

愛知県東郷町 

個室トイレ設置例 

意見書  ５月臨時会で変わりました 

■総務常任委員会  

山崎恭一  

■市民環境常任委員会  

坂本優子・◎大河直幸  

■建設水道常任委員会  

渡辺修三・◎山崎匡  

■文教福祉常任委員会  

宮本繁夫・徳永未来  

■議会運営委員会  

山崎匡・大河直幸  

※ ◎は委員長 


